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～北部山間地域で空き家と付随した農地を「買いたい」「借りたい」皆様へ～ 

空き家とセットで農地が取得しやすくなりました！ 

 令和元年１０月１日から，右京区京北地域において，空き家に付随した農地を空き

家とセットで取得する場合に，農地法第３条による下限面積要件を３，０００㎡（一

部地域は１，０００㎡）から１㎡まで引き下げます。 

下限面積要件を引き下げることで，農地付き空き家の売買や貸借がしやすくなり，

地域外からの新規就農者やＵＩターン者などの移住定住を促進するとともに，遊休農

地及び空き家の発生防止や解消を図ります。 

 なお，右京区京北地域以外の京都市北部山間地域※についても，一定の要件を満た

すことにより，下限面積の引き下げの適用を受けることができるようになります。 

※ 京都市北部山間地域とは， 

    北区（中川，小野郷，雲ケ畑），左京区（花脊，久多，広河原，大原）， 

    右京区（水尾，宕陰，京北）を指します。 

   このうち，以下の要件を満たした区域のみ緩和対象となります。 

    ・農業委員会に対して地域から緩和要望があること 

    ・地元関係機関の同意が得られること 

［主な条件］ 

  ・対象となる農地に付随した空き家が「京都市北部山間移住相談コーナー」 

（京北出張所内に開設）に登録されていること 

  ・対象となる農地の全て又は一部が遊休農地であること，又は，現所有者による

耕作や保全管理の見込みがないこと 

  ・空き家と空き家に付随した農地の所有者が同一であること 

  ・空き家と空き家に付随した農地をセットで取得等（売買，貸借）し，３年以上

継続して，取得等した空き家に居住し，付随した農地を耕作すること



［主な手続きの流れ］ 

［農地法第３条による許可要件］ 

農地法第３条による許可要件は，下限面積だけではありません！ 

  農地を権利取得される方が，次の全てを満たす必要があります。 

    ◎耕作する農地の合計面積が 3,000 ㎡（一部 1,000 ㎡）以上であること 

      ↑ この要件を１㎡まで引き下げます。 

   ◎所有又は借りている農地の全てを効率的に耕作していること 

   ◎申請者又は世帯員等が農作業に常時従事していること 

   ◎申請農地の周辺の農地利用に悪影響を及ぼさないこと 

≪お問い合わせ先≫ 

 ［制度全般に関すること］ 京都市農業委員会事務局（電話）２２２－４０５０ 

 ［京北の案件に関すること］京 都 市 農 業 委 員 会 事 務 局 京 北 窓 口（電話）８５２－１８２５ 
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【京都市北部山間移住相談コーナー】

【 農 業 委 員 会 】 

総会で，要件を満たすか否かを判断し，告示 

【 法 務 局 】 

⑨移転登記 

（所有権移転の場合）

⑦農地法第３条 

許可申請 

①空き家の登録

②「空き家に付随した農地指定申請書」農業委員会に提出 

⑥空き家の売買・貸借の契約成立

【 農 業 委 員 会 】 

農地法第３条許可申請の可否の決定

⑦農地法第３条

許可申請 

⑨移転登記 

（所有権移転の場合）

⑧許可書発行⑧許可書発行

【京都市北部山間移住相談コーナー】

空き家台帳へ農地情報を追加登録 

告示の連絡 

告示の連絡 

⑤連絡調整 

③情報提供 

④購入等の希望 
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